
海の恵みを活かしきる
〜漁業系廃棄物の行方〜
山下東子	●YAMASHITA Haruko

水産物を食べたあとの残滓は日本では民間ベースで適正に処理されており、魚アラでは70％以上が、
広島県のカキ殻では100％が回収・再利用されている。

魚アラの主な用途は魚油・魚粉だが、それ以外にも食用・医療用など多様である。
貝殻もまた、土壌改良剤・建設用資材だけでなく、サプリ・鶏の餌・養殖用資材など多様である。

日本で実践されている水産加工残滓の自立循環を世界にアピールすることが望まれる。

ウニから始まるSDGs
〜「積丹方式」によるウニ増殖とブルーカーボン創出〜

水鳥純雄	●MIZUTORI Yoshio

北海道積丹町では、主要産業であるウニ漁業の安定生産・供給のために、藻場の造成を始めた。
ウニ殻肥料を使った循環型システムは多様な効果を生み、造成藻場のブルーカーボン機能によるカーボンオフセットも実現した。

本稿では、海の森づくりを核とした漁村のにぎわいを創出する「海業」による地方創生事業と、
漁業・漁村の活性化ビジネスモデルの構築について紹介する。

サーモン陸上養殖と地域資源の融合
〜陸から拓く新たな海洋ガバナンス〜
大庭英樹	●OOBA Hideki

地球温暖化や海洋環境の変化により、水産資源の持続的利用が世界的課題となる中、
閉鎖循環式サーモン陸上養殖は、環境負荷を抑えた新たな食料供給モデルとして注目されている。

本稿では、「森林・里山を含む陸域環境が海を支える」という視点に基づき、
日本および北九州地域における陸上養殖の動向と課題を整理し、

再生可能エネルギーや放置竹林など地域資源と融合した循環型モデルの可能性を示す。
さらに、陸上養殖を起点とした「陸から海を守る」海洋ガバナンスの展望を提示する。
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魚アラの再利用率は9割以上

日本産の食用魚介類のうち国内向け供給量は年間256万トンで、このうち貝類・海藻を除く魚介

類供給量は162万トン（2024年統計、以下同じ）である。可食部を示す歩留まり率※は 54％である

ため、魚の頭、骨、皮、ひれ、内臓などの非可食部分、つまり魚アラは75万トンとなる。貝類の歩留

まり率はホタテガイで50％、カキで20％と低いうえに、ホタテガイの場合は輸出用にむき身にしたあ

との貝殻も国内に残るので、貝殻排出量は推計36万トンにのぼる。合わせて年間111万トンの行

方が気になるところだが、それほど心配はない。日本には民間ベースで魚アラ・貝殻などの水産加

工残
ざんし

滓を回収・再利用する企業群がある。

漁業系廃棄物には養殖用ロープ・資材などの人工物も含まれるが、本稿では水産資源由来の

廃棄物、すなわち水産加工残滓に着目する。まず魚アラから見ていこう。図に示した筆者試算によ

ると、魚アラ総量は75万トンで、このうち74％がフィッシュミール（魚粉）会社へ搬入される。

魚アラは、水産加工場から出る「加工

アラ」、卸売市場、量販店、料理店から出

る「都市アラ」、家庭から出る「家庭ごみ」

に大別される。「加工アラ」は三陸の鮭ア

ラ、焼津・枕崎のかつおアラというように

単一魚種のアラが新鮮なうちに産地で排

出されるため、加工場の近隣に営利・非

営利のフィッシュミール会社が立地して

魚粉と魚油を製造してきた。加工アラに

は他にも多くの用途がある。鮭皮をから

揚げにしたチップスは食用に供されるし、

皮からコラーゲン、骨からカルシウムなど

を取り出し、医薬・健康食品、化粧品の

原料に供する高度利用もされている。

より消費者に近い段階で発生する「都市アラ」には鮮度の異なる雑多な魚が含まれており、加工

アラと比べて品質面で劣る。それでも首都圏に立地する業界最大手企業は、日々1万軒もの店舗

から魚アラを有償で回収し、魚粉と魚油を製造している。

魚粉は品質の高い順に、魚の餌料→鶏の飼料→豚の飼料→農業用肥料になり、魚油は、医薬・

健康食品→飼料に添加→ミール会社の燃油になる。魚粉と魚油を絞り出した後のフィッシュ・ソリ

ブルという液体も商品である。

家庭から出る魚アラ（15％）は「家庭ごみ」として廃棄される。残る12％、8.8万トンの中には再

利用されるものと廃棄されるものとがある。まだ内訳を割り出すだけのデータが揃っていないが再

利用はされており、もっと利用率を上げるポテンシャルもある。例えば、豊橋のメヒカリ加工業社は自

社アラから魚醤を作っているが、販路の開拓が不十分なためまだ2割程度しか活用できておらず、

海の恵みを活かしきる
〜漁業系廃棄物の行方〜

山下東子●大東文化大学経済学部特任教授
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■図　魚アラの行方（2024年、単位：万t）
出所：漁業養殖業生産統計、食料需給表、家計調査、貿易統計、
水産油脂年鑑（いずれも2024年）のデータ（太字）と筆者が仮定を
置いた推計値
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他は廃棄物として出している。焼津のかつお節製造業社はかつおアラから練
ねりぶし

節を作っており、販

路は十分あるが分別を厭うカット工場から原料を回収できていない。

品質面ではマイワシ等の丸魚からつくる製品に勝てない魚アラ魚粉だが、魚類養殖の世界的

伸長とそれに伴う近年の魚粉価格の上昇に支えられて需要は堅調である。しかし魚アラ原料の

供給量は年々減ってきている。その理由は、第1に日本人の魚離れにより消費量が年を追って減

少していること、第2に漁業者の高齢化や気候変動により国内生産量が年々減少していること、

第3に輸入水産物は海外の加工場で切り身にしてから日本へ輸出されることが増え、魚アラが海

外で排出されてしまうことである。日本での排出量がじり貧になってくると、民間ベースで自立してき

た日本の魚アラ処理システムが維持できなくなってしまう。

広島県のカキ殻回収率は100％

貝類生産量の 95％を占めるホタテガイとカキに着目して貝殻処理の実態を見てみよう。貝殻は

魚アラとは別の企業群で再生処理されている。むき身で流通する日本の特徴が産地での貝殻の

集積をもたらした結果、現場での一括処理システムが進展した。日本のカキ生産量の 6割を占め

る広島県では2社が産地からカキ殻を回収しており、県資料によると回収率は100％を誇る。

貝殻はほとんどが炭酸カルシウムという単純な組成であるため、再利用といっても用途が限られ

ると思われがちだが、農地の土壌改良剤や建設資材といった大量消費型の用途以外にも実に多

様な使われ方をしている。ホタテ殻・カキ殻ともにヒト用の

カルシウムサプリになったり、鶏卵を作らせるために鶏の

餌に混ぜたりするほか、ホタテ殻はカキの幼生を付着さ

せるために、カキ殻は海苔の幼生を付着させるために海

中に吊るされ、やがてボロボロになって海底に沈んでいく。

写真の壁面クラフトは和紙工芸作家のハタノワタル氏の

作品で、上述のカキ殻処理業者が提供したさまざまな色

目のカキ殻粉末をすき込んだ和紙の紙片を貼り合わせる

ことで、瀬戸内の島々が描かれている。

日本モデルを世界にアピール

「日本でこんなに処理が進んでいるのは国の補助金があるからでしょう？」「規制と監視が厳しい

からでしょう？」と外国の方からよく聞かれるが、どちらも否である。国は水産加工残滓処理に補助

金を出していない。もちろん廃棄物処理法はあるので、いったん廃棄物とみなされればこの法の下

に置かれるが、「有価物」として利用されるならば規制を免れる。実際に都市アラ活用の首都圏最

大手企業も焼津の練節事業者も排出先から有償で引き取っている。この合法的な規制逃れが再

利用を促すエンジンになったのではないかと思われる。加えて遅くとも江戸時代には庶民の間に食

べ物を粗末にしない習慣が根付いており、ごみの分別・再利用にも慣れていたという歴史的・文化

的背景が、食用にまで利用する徹底した魚アラ・貝殻利用の土壌を形成していたのだろう。

さらなる高度利用の開発技術もこれを担う研究者も全国の官民に遍在している。とはいえ、どれ

だけ高度利用が進んだとしても全量を利用し尽くせるわけではないし、高度利用後にも二次加工

残滓が排出される。どのような魚アラも貝殻も受け入れる処理業者が受け皿となっているからこそ

全体の最適化が達成されている。日本の魚アラ・貝殻処理の自立的な循環モデルをもっと海外に

アピールできれば、世界の漁業生産量2.1憶トン（2024年）の半分近くを占める水産加工残滓もま

た海の恵みに生まれ変わるだろう。（了）

※ 歩留まり率（％）とは可食部の割合、（可食部位（kg）÷総原材料（kg）×100）

■広島JPビル 2階ホワイエの壁面（筆者撮影）
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積丹町のウニ事業

積
しゃこたんちょう

丹町は北海道西側の積丹半島先端に位置する漁業と観光の町です。日本一と呼ばれる味

と品質の「積丹ウニ」の人気は高く、6月から8月のウニ漁期には、約70万人もの観光客が全国

から訪れ、ウニを扱う飲食店には早朝から長蛇の列ができます。一方、漁場では、海藻（ホソメコン

ブ）を餌とするウニ（エゾバフンウニ、キタムラサキウニ）は「磯焼け」で藻場が減少し品質の高い個

体が減り、生産量は減少傾向にあります。

積丹町では、これらに対応する活動を約半世紀前から始めていました。1970年代には各漁家

加工場の衛生管理施設を改善し出荷形態を「塩ウニ」から「生ウニ」へ変えて、品質と商品価値を

飛躍的に向上させる一大改革を行いました。さらに、1980年代には、漁業部会が北海道の研究

機関と共に世界初のエゾバフンウニ天然採苗事業を実践しました。同時期に、町はより安定した

種苗生産供給を行う「積丹町水産種苗生産センター」の建設・運営や、野草のオオイタドリを餌に

使う陸上育成技術も開発し、近隣4漁協も含めた広域種苗放流事業（年間150万粒）を始めました。

その後、この事業を推し進めた先人の意思を受け継いだ次世代の漁業者たちが磯焼け対応

のため、2009年度に活動組織を作り藻場造成に着手しました。成果が出ない中でも諦めることな

く改良を重ね、①ウニ除去による海の畑づくり、②その畑に胞子を出す状態のコンブを設置する種

まき、③発芽したコンブの生長を促す肥料の投入、を海の状況に合わせて行う方法にたどり着き、

15年かけてホソメコンブの森を1.5haまで広げました。

磯焼けの原因は多数あり、それが複合的に作用して現象が持続・拡大しています。その地域

の原因に合った対応方法を探し出すことが最も重要だと考えています。2020年、藻場による経済

効果をウニの生産で検証するために、

造成したホソメコンブの森と磯焼け

場からウニを揚げ、生殖腺指数（生

殖腺重量/全重量×100）を比較する

と、数値は約1.5倍でした。また、身

の色・味・大きさの違いによる販売価

格では約2.5倍となりました（写真1）。

造成した1.5haの藻場で換算すると

ウニむき身で約444kg 、販売金額で

約3,550万円の増加が得られること

が実証できました。

藻場造成「積丹方式」

積丹町では、各漁家でむき身を出荷しますが、その際「ウニ殻」が排出されます。これまで一般

廃棄物として処理しており、その量は年間約100トンと推定されました。積丹町はこのウニ殻の再

利用を目指した「漁業系廃棄物資源利活用推進事業」を2016年から5年間実施しました。ウニ

ウニから始まるSDGs
〜「積丹方式」によるウニ増殖とブルーカーボン創出〜

水鳥純雄●北海道積丹町農林水産課水産業技術指導員

［KEYWORDS］ 藻場造成／ブルーカーボン／地方創生

■写真1　海底とウニの身：造成藻場（左列）と磯焼け漁場（右列）
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殻に含まれる窒素・リンの海藻への肥料効果を養殖コンブで検証すると、1回目で重量比3.7倍、

2回目で1.3倍と肥料効果が実証できました。次に、一般廃棄物であるウニ殻を藻場造成に利用

可能とするための加工再生方法として天然ゴムで固化した「ウニ殻肥料」（写真2）を考案し、東しゃ

こたん漁業協同組合の同意、積丹町からウニ殻肥料を有価物とする判断、北海道水産林務部と

の協議、小樽海上保安部への実施作業の説明・報告を行いました。効果試験を2019年度から3

年間実施した結果、いずれの年もウニ殻肥料による藻場造成効果が確認できました。このウニ殻

肥料の特徴は、①原料は生物由来の天然素材であるウニ殻とラテックスだけ、海中で生分解また

は波浪により破壊され環境への負荷がない、②作成に大型機材や多人数を必要とせず安価にで

きる、③海中への設置は小型船で運搬し人手で投入が可能、設置費用が安価で簡単であり、海

での施肥事業を経済的かつ広域で実施できる革新

的な省力化技術となります。

獲ったウニの殻を使って藻場をつくり、その藻場で

育ったウニを獲るという循環が成立すると、ウニの持

続可能な漁業による地場産業の振興、そして地方創

生へとつながります。この循環を通して、ウニ殻の再

利用によるゼロエミッション、焼却処分の回避によるCO2排出削減、同時に、藻場のブルーカーボ

ン機能によるカーボンオフセットが実現します。さらに、藻場本来の生態系保全機能による種の保

存や生物多様性など、「豊かな海をつくる」という最も大きな効果が生まれます。また、コンブを安定

的に確保することで、ウニの養殖・蓄養・肥育など新たな生産手段が可能です。このように循環型

藻場造成は大きな経済効果を生み、SDGsの達成につながる「リジェネラティブ水産業※1」となります。

造成藻場のCO2吸収量を「Jブルークレジット※2」に申請するため漁協を総括とする「北海道積

丹町におけるブルーカーボン創出プロジェクト協議会」を組織して、2023年度6.4トン、2024年度5.5

トン、2025年度10.6トンの吸収量が認証されました。クレジットで得られた資金は藻場造成・環境

教育など次の活動につなげています。

磯焼け対策は、他所では成功例がそれほど多くありません。そこで、積丹町の活動を広く知って

いただくためにコンテストに応募しました。その結果、農林水産大臣賞をはじめ数多くの賞に選定さ

れたことから、複数のメディアに取り上げられ、国内、海外からも多くの問い合わせがあり、漁業関

係団体だけでなく、政府機関・地方自治体・製造業・建設業・金融業などこれまで多くの団体に情

報提供を行ってきました。

藻場づくりから町づくりへ

ウニ殻肥料製造は試験規模から企業化へと進み、町内全域からウニ殻を集積し大量製造・

販売されています。また、ゴム製品製造企業と連携してウニ殻を使った海藻養殖用施肥材の

開発を行い特許も取得しました。こうした活動は、民間企業が運営する情報発信プラットフォーム

「SHAKOTAN海森計画」で広報されています。また、森・川・海をフィールドにした自然や漁村

文化を体験・学習できる「（株）SHAKOTAN海森学校」が活動を始めています※3。

積丹町は、海の森づくりを核とした持続可能なウニ漁業と環境保全に加えて、漁港を中心とした

環境教育・体験・観光や食提案の場を提供して漁村のにぎわいを創出する「海業」で雇用の確保

と所得向上による地方創生をスタートしました。これからも、官民の広域連携による漁業・漁村の活

性化ビジネスモデルの構築を進めて、森・川・海の自然環境に適応しながら産業の発展と暮らしが

共存する町を目指します。（了）

※1 再生型水産業。持続可能な（サステナブル）水産業より積極的な、再生をもたらす（リジェネラティブ）水産業によって海洋生態系の回復も目指す概念。
※2 ジャパンブルーエコノミー技術研究組合（JBE）ホームページ参照　https://www.blueeconomy.jp/
※3 SHAKOTAN海森計画　https://umimori.club/ 、（株）SHAKOTAN海森学校　https://umimori.co.jp/

■写真2　ウニ殻肥料：全景（左）と拡大（右）
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閉鎖循環式サーモン陸上養殖

地球温暖化の進行や海洋汚染、生態系構造の変化が顕在化する中で、「海を守りながら、海

の恵みを安定的に享受する」という命題は、もはや一部の専門家に限られた議論ではなく、人類全

体が直面する共通課題となっている。乱獲や気候変動による漁獲量の不安定化が進む現在、持

続可能な水産資源利用の在り方が世界的に問い直されている。

その有力な解決策の一つとして注目を集めているのが、閉鎖循環式のサーモン陸上養殖である。

外洋環境に依存せず、陸上施設内で水を高度に処理・循環させるこの方式は、排水や病原体の

外部流出を最小限に抑えることが可能であり、環境負荷の低い「持続可能なタンパク源」の供給モ

デルとして国際的に評価されている。ノルウェーや米国を中心に商業化が進み、研究開発と民間

投資が連動する新産業分野として確固たる地位を築きつつある。

日本国内における動向と技術・経済的課題

日本国内においても、陸上養殖サーモンへの関心と取り組みは年々高まっている。北海道や宮

城県では、地元企業と大手商社が連携し、大規模な陸上養殖施設が稼働している。「十勝ハー

モニーサーモン」や「みやぎサーモン」といった地域ブランドは、安全性やトレーサビリティの高さを

強みとして、消費者の地産地消志向や食の安全意識に応える形で高い評価を獲得している。

九州においては、北九州市を中心とする産業集積や、長年にわたり培われてきた環境技術・省

エネルギー技術の蓄積を背景に、陸上養殖という新たな水産生産モデルを展開する可能性が広

がっている。重厚長大型産業を基盤として発展してきた同地域は、近年、環境産業都市としての

転換を進めており、資源循環や脱炭素を志向する取り組みを実装してきた実績を有する。

こうした地域特性を象徴する事例が、九州電力グループによる陸上養殖サーモン「みらいサー

モン」である。本事業は、発電所敷地内という既存のエネルギーインフラを活用し、閉鎖循環式養

殖を導入することで、安定的かつ計画的なサーモン生産を実現している。電力供給施設が有す

る用地やエネルギー基盤を養殖システムと組み合わせることで、効率性と事業の安定性を両立さ

せた先進的なモデルと評価できる。

一方で、陸上養殖の普及と定着には依然として多くの課題が残されている。技術面では、水質

管理、疾病防除、エネルギー効率の最適化など、複数の要素を同時に制御する高度な運用が求

められる。閉鎖循環システムでは、バイオフィルターや各種センサーを用いてアンモニア濃度や溶

存酸素量を常時監視する必要があり、その維持管理には専門的知識と経験が不可欠である。

また、サーモンシラミやアニサキスといった寄生虫対策も、消費者の信頼を確保する上で重要な

課題である。特に大規模施設では、感染が発生した場合の影響が大きく、予防的なリスク管理の

徹底が求められる。

さらに経済面では、初期設備投資が数十億円規模に達することに加え、水再利用システムや水

温制御、酸素供給に伴うエネルギーコストが事業採算性を圧迫している。エネルギー消費の大き

さは環境負荷の観点からも無視できない課題であり、特に北九州市のような環境先進都市におい

サーモン陸上養殖と地域資源の融合
〜陸から拓く新たな海洋ガバナンス〜

大庭英樹●九州栄養福祉大学教授

［KEYWORDS］ 陸上養殖／地域資源循環／新たな海洋ガバナンス
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ては、低炭素化と経済性を両立させる持続可能なモデルの構築が社会的要請となっている。

地域資源との融合による新しい循環型モデルの提案

こうした背景を踏まえ、筆者らが今後進める「サーモン陸上養殖と地域資源の融合プロジェクト」

では、北九州市を中心に、地域大学として九州工業大学ならびに九州栄養福祉大学、IT企業と

して（株）OPTiM、陸上養殖サーモン事業者として（株）Pivot 、が密に連携し、再生可能エネル

ギーや地場資源を活用した循環型システムの確立を目指す。高度経済成長期に深刻な公害を経

験し、それを克服してきた北九州市の歴史は、

環境配慮型養殖システムの社会実装におい

ても重要な知的基盤となり得る。

本プロジェクトの特徴の一つは、1水槽あ

たり直径約3m、高さ約75cmの小型水槽を

採用し、サーモンの飼育尾数を約300匹程

度に抑えている点にある。施設規模をあえて

小さくすることで、リスク管理の柔軟性を高め、

大型施設では対応が難しい寄生虫や感染

症リスクの分散・回避を可能にしている（図）。

さらに、北九州市周辺に広がる放置竹林

という地域課題にも着目し、竹から抽出したポリフェノールやフラボノイドなどの天然抗酸化・抗菌

成分を、飼料添加や水質浄化に応用する研究を進める。加えて、間伐・伐採された竹をバイオマ

ス資源として活用し、閉鎖循環式養殖の加温や循環システムに必要なエネルギーの一部を賄うこ

とも視野に入れている。里山管理、環境保全、養殖技術、エネルギー利用を有機的に結び付ける

この試みは、都市近郊に豊富な未利用資源を抱える北九州地域ならではの循環型モデルであり、

地域課題の解決と新産業創出を同時に達成する可能性を秘めている。

陸から拓く新しい海洋ガバナンス

養殖業はこれまで「海の産業」と捉えられてきたが、陸上での生産拡大により、エネルギー政策、

環境政策、産業振興政策が交差する新たな「海洋ガバナンス」の領域が形成されつつある。とり

わけ北九州市のように、環境政策と産業政策を両輪として発展してきた地域においては、陸上養

殖はその統合を象徴する具体的な実践の場となり得る。

サーモン陸上養殖の発展は、海洋利用の「分散化」を促進する。限られた沿岸空間への依存

を軽減しつつ、海と陸をつなぐ新しい食料供給モデルを構築することは、気候変動時代における

海洋資源の保全と利用のバランスを再設計する試みでもある。これはまさに、「陸から海を守る」と

いう新しい発想に基づくアプローチである。

「新たな海洋ガバナンスの確立」とは、科学、地域、産業を統合したこうした視点の延長線上に

ある。北九州という具体的な地域から生まれる実践知が全国へと展開されるとき、日本の海洋政

策は次のステージへと進化するだろう。

健全な海を次世代へ引き継ぐために、私たちは今、陸から海の未来を描き始めている。本稿で

は、陸上養殖という「陸からのアプローチ」を取り上げたが、この取り組みの背景には、森林や里山

を含む陸域環境の健全性が存在する。山・川・海が連関する自然の循環を視野に入れることは、

海の持続可能性を考える上で欠かせない視点であり、今後も本稿で紹介した取り組みを一層積

極的に推進していく所存である。（了）

■図　陸上養殖における小規模最適化に向けた試験水槽の
概要（1水槽あたり直径約3m 、深さ約75cm 、トラウトサーモン
飼育尾数：約300尾）
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事 務 局 だ よ り

◆私たちの暮らしは、海の恵みと深く結びついています。しかし、その恵みを将来にわたって持続的に享受していくためには、
単に「獲る」「育てる」という従来の発想だけでは十分ではなくなってきました。資源をいかに無駄なく使い、地域の環境や社
会と調和させながら、新たな価値へとつなげていくのか。いま、水産をめぐる問いは、これまで以上に広がりを見せています。
◆近年、わが国の水産業を取り巻く環境は大きく変化しています。担い手不足や高齢化、地域経済の縮小に加え、地球温暖
化に伴う海水温の上昇は、魚種の分布や漁場の形成、沿岸生態系の在り方にも影響を及ぼしつつあります。これまで地域ご
とに培われてきた経験や知恵が重要であることは変わりませんが、海の変化が常態化する中では、それらに加えて、新たな視
点や技術、制度的な工夫を重ねていくことが求められています。◆本号を通じて改めて感じさせられるのは、水産が極めて多
面的な営みであるということです。水産は食料を供給する産業であるだけでなく、資源循環を考え、海の環境を守り育て、地
域社会を支える営みでもあります。また、これまで十分に活かされてこなかった資源に価値を見いだすこと、地域の自然条件を
活かしながら生産の在り方を見直すこと、海と陸の関係を新たに捉え直すことも、これからの水産を考える上で欠かせない視
点でしょう。◆気候変動をはじめとする環境変化の影響が顕在化する今日、水産業には、従来の延長線上にとどまらない柔軟
な発想と実践が求められています。海の変化を受け止めつつ、地域の条件に応じた持続可能な仕組みを築いていくこと。そ
の積み重ねこそが、海の恵みを次世代へとつないでいく基盤になるのではないでしょうか。◆水産とは、海から得るものを消費
する営みであると同時に、海と地域の未来を育てていく営みでもあります。本号が、変わりゆく海の中で、海の恵みをいかに活
かしきるか、そして持続可能な水産のかたちをどのように築いていくべきかを考える一助となれば幸いです。

（上席研究員髙屋繁樹）
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海 洋 に関 する会 議 予 定
日程／開催地 会議名／URL 主催

2026/5/24〜29
幕張

JpGU-AGU Joint Meeting 2026
https://www.jpgu.org/meeting_j2026/

日本地球惑星科学連合（JpGU）、アメリカ地球物理学連合（AGU）

2026/6/3〜4
東京

Island States Ocean Summit
https://oceandecade.org/events/island-states-ocean-summit-sustainable-ocean-action-for-resilient-islands/

日本財団、外務省、UNESCO-IOC

2026/6/3〜6
サンクトペテルブルグ（露）

サンクトペテルブルク国際経済フォーラム（SPIEF'26）
https://forumspb.com/en/about/?lang=jap

ロスコングレス財団

2026/6/7〜12
東京

OMAE 2026：第45回 海洋工学及び極地工学に関する国際会議
https://event.asme.org/OMAE

ASME、日本海事協会　他

2026/6/15〜17
エビアン（仏）

G7 2026
https://www.banque-france.fr/en/g7-evian-2026

仏政府

2026/6/29〜7/3
パリ（仏）

59th Executive Cluncil of UNESCO-IOC
https://indico.un.org/event/1018996/

UNESCO-IOC

2026/6/29〜7/10
キングストン（ジャマイカ)

31st Session of ISA, p2
https://isa.org.jm/sessions/31st-session-2026/

国際海底機構

2026/7/14〜15
熊本

第2回グローバルネイチャーポジティブサミット
https://events.nikkeibp.co.jp/event/2026/GNPS_jp/

NPI、ICUN-J、イクレイ日本

2026/7/20〜23
モントリオール（加）

WEDA 2026 Dredging Summit & Expo
https://westerndredging.org/

WEDA

インフォメーション




